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会社の地⼒を⾼めたい

⾼度技術者育成推進助成⾦

QR

製造業、情報サービス業、インターネット附随サービス業対象

業務に直接必要となる資格、免許または技能検定の取得及び研修の受講にかかる費用を

全額助成
内容

知的財産権取得⽀援助成⾦

QR
製造業、情報サービス業、インターネット附随サービス業対象

特許権、実用新案権、意匠権、商標権の取得にかかる費用の3分の１を助成内容

企業⽴地したい

企業⽴地促進助成⾦

QR

製造業⼜は地域経済牽引事業計画策定事業者であり、市内対象地域へ⼯場を⽴地する事
業者

対象

用地や設備の取得にかかる費用を最大2分の1補助
※ただし、対象地域により、補助対象経費及び補助率が異なります。

内容

原⼦⼒発電施設周辺地域⽴地給付⾦（F補助⾦）

製造業、県⼜は市町村の企業⽴地にかかる条例・規則で定める業種対象

⼯場を新設・増設し、雇⽤者が３⼈以上増加すると、増加した契約分の電気料⾦を対象に8年間
給付⾦が交付され、概ね電気料⾦が半額となる制度。また、事業所の増設に伴い契約電⼒及び
電気料⾦が増加する場合は、交付期間の延⻑が可能（最大24年間）

内容

最大20万円

最大60万円

最大1.5億円

電気料⾦半額

成⻑分野へ参⼊したい

柏崎市⾃動⾞・環境エネルギー産業等参⼊⽀援補助⾦

成⻑分野参⼊に必要となる脱炭素化を⽀援

市内事業所で脱炭素電⼒を調達する中⼩企業者対象

脱炭素電⼒の調達に伴う費用の５分の４を補助内容

成⻑分野の製品製造に必要な設備投資を⽀援

先端設備等導⼊計画に基づき機械・装置を導⼊する市内中⼩製造事業者またはリース事業者対象

先端設備等導⼊計画の認定を受けた脱炭素設備の導⼊費用の１０分の１を補助内容

成⻑分野の受注開拓に必要な試作・サンプル品製作を⽀援

成⻑産業への進出を⽬的として試作・サンプル品を製作する市内中⼩製造事業者対象

試作・サンプル品製作に伴う原材料費・外注加⼯費の２分の１を補助内容

※各制度には要件があります。詳細などはものづくり振興課へお問い合わせください。

最大220万円

最大300万円

最大100万円

･･･●

･･･●
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●参⼊⽀援補助⾦
HP



設備投資をしたい

固定資産税の優遇制度

先端設備等導⼊計画※不均⼀課税との併用可能

中⼩企業等経営強化法に基づき、「先端設備等導⼊計画」の認定を受けた中⼩企業者対象

⼀定の要件を満たすことで、固定資産税の課税標準を２分の1又は４分の1に軽減内容

ものづくりリーディングカンパニー成⻑投資助成⾦

QR

先端設備等導⼊計画の認定を受けた中⼩企業者対象

年間3パーセント以上の労働生産性向上を達成した事業に対し、労働生産性向上額の2分の1
を助成⾦として交付

内容

不均⼀課税（柏崎地域）※先端設備等導⼊計画と併用可能 …★

製造業、道路貨物運送業、こん包業、卸売業対象

土地、建物、機械・装置の取得にかかる固定資産税を３年間軽減（１年⽬ 100％、2･3年⽬ 75％）内容

課税免除（⾼柳・⻄⼭地域） …★

製造業、旅館業（下宿営業を除く）、農林⽔産物等販売業、情報サービス業対象

土地、建物、機械・装置の取得にかかる固定資産税を3年間免除内容

課税免除（地域経済牽引事業計画策定事業者） …★

地域経済牽引事業計画策定事業者対象

建物、構築物、土地にかかる固定資産税を3年間免除内容

奨励制度

1,000万円を超える設備を取得する場合 …☆

製造業対象

製造の用に供する機械装置の取得価額の合計が1,000万円を超える場合に、その2パーセント相
当額を奨励⾦として交付

内容

⼯場地域や⼯業団地に⼯場を新設または移設する場合 …☆

製造業、不均⼀課税の適用を受けていること対象

不均⼀課税により課される固定資産税額を上限に、2か年度にわたり奨励⾦を交付内容

特認奨励企業の指定を受けた場合 …☆

全業種対象

特認奨励企業の指定を受けた日の翌日から5年以内に取得した土地、建物、機械・装置

の固定資産税相当額を奨励⾦として交付
内容

★不均⼀課税・
課税免除HP

☆奨励⾦HP

固定資産税が
３年間実質ゼロ

３〜５年間軽減

３年間軽減

３年間免除

３年間免除

取得価額の2％

最大100万円



ＩＴ商品の開発を進めたい

ＩＴ商品開発⽀援補助⾦

情報サービス業、インターネット附随サービス業を主たる事業としている方対象

新製品・新技術の開発や既存の製品及び技術の改良にかかる経費の2分の1を助成内容

IT経営・相談事業

情報サービス業、インターネット附随サービス業を営む方対象

経営計画の策定や国・県等の各種IT関連⽀援策の活用など、情報産業の規模拡大に資する事
業を助言等により⽀援

内容

柏崎DX推進ラボ協議会

DX推進のための個別相談 DX推進ラボの、その他制度はこちら→

市内の中⼩企業対象

ヒアリング等によりDX推進に向けた課題を抽出し、解決方法を提案する個別相談事業内容

DX推進ジャンプアップ事業

市内の中⼩企業対象

DXの活用実践とデジタル人材育成を⼀体的に取り組む事業にかかる経費を補助内容

DXチャレンジ⽀援事業

市内に事業所がある企業、ラボ個別相談を受けた企業対象

DXにチャレンジする事業にかかる経費の10分の10を助成内容

柏崎技術開発振興協会

ものづくりチャレンジ⽀援事業

市内に事業所を有し、柏崎商⼯会議所機械⾦属⼯業部会または⼀般⼯業部会のいずれかに属する方対象

製品・⼯法・技術・装置等の開発・改善に取り組む事業にかかる経費の3分の2を助成内容

⾒本市出展⽀援事業

市内に事業所を有し、柏崎商⼯会議所機械⾦属⼯業部会または⼀般⼯業部会のいずれかに属する方対象

⾒本市に出展し、新たな取引先開拓・受注開拓を積極的に⾏う事業所に対して、3分の2を助成内容

ものづくり産地PR事業 技術開発振興協会の、その他制度はこちら→

市内に事業所を有し、柏崎商⼯会議所機械⾦属⼯業部会または⼀般⼯業部会のいずれかに属する方対象

県外の⾒本市に共同で出展することで、企業の優れた技術⼒をアピールし、受注開拓・販路拡大を⽀援内容

最大300万円

最大210万円

最大50万円

最大250万円

最大50万円


